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１ 平成 22年度包括外部監査 

 

⑴ [全般事項]全庁的な取り組み 

ア 組織の整備（推進体制の構築）について[財政局財政部管財課] 

【指摘事項】 

「静岡市資産の活用に関する推進方針」を実現するためには、全庁的な視点から意

思決定を行い、施策の取り組みを進める権限と責任をもった実働的な組織が必要であ

る。 

まずは、現行の推進体制の見直しを行い、全庁的な取り組みを進めていく組織体制

を明確にする必要がある。既存の組織の中に専任部署を設けるのか、あるいは、新た

な部署を設置するのか、さらに、必要な人員確保についても十分に検討すべきである。

そして、その組織に対し、全庁的な取り組みを実施できるだけの役割と権限を与え、

その責任について明確にしておくことが必要である。 

 

【措置の状況】 

推進方針の内容は多くの分野にまたがるものであるため、その実施に関する役割と

権限を一元化することは難しいが、資産活用の推進プロセスの中で、資産活用を総合

的に推進する組織の明確化が必要であると考えられます。 

そのため、資産活用推進委員会の位置づけの見直しを含め、別途指摘いただいた業

務プロセスの検討にあわせ、役割と権限を持つ担当部門等についても明確化し、推進

体制の構築を図っていきます。 

 

イ 大規模改修・更新コストの把握について[財政局財政部管財課] 

【指摘事項】 



現在、静岡市では、市有財産に関する情報について、全庁レベルでの一元管理を行

うため、「市有施設管理情報データベースシステム」の構築に取り組んでいる。データ

ベースの構築を通し、将来的に施設の大規模改修・更新コストが、静岡市全体として

どれくらいの額となるのかを見積もり、大規模改修コストの平準化、財政負担の軽減

等について、早めに対策を検討しておくことが必要である。 

 

【措置の状況】 

市有施設の更新等に係る費用の総額の推計を、平成 23 年５月 13 日開催予定の資産

活用推進委員会に諮ったうえで、今年度中に実施する予定です。 

 

ウ 利用状況の把握について[財政局財政部管財課] 

【指摘事項】 

「低・未利用財産の売却」という方針を達成するためには、施設の利用状況につい

ての情報を整備しておく必要がある。 

 

【措置の状況】 

平成 23 年度に着手予定の施設別の財産情報整備にあたって、施設利用情報について

各施設管理者に照会し、情報の整備を進めます。 

 

エ データの入力状況について[財政局財政部管財課] 

【指摘事項】 

現在、構築中のデータベースには、施設によっては、情報が記載されていないもの

があったり、情報が古く、最新の情報となっていないものがあったりし、データが不

完全なものとなっている。 

データベース上の不備については、各所管課への指示を徹底し、早急に入力、訂正 

を行うべきである。 

 

【措置の状況】 

財産管理システムのデータは 

① 旧財産管理システムデータを現システムに移行。 

② 財産の異動が発生する都度、各所管課で異動内容を入力し、決裁手続きを実施。 

③ 決算作成にあたって、当該年度の異動等についての確認、修正を各所管課に依

頼して実施。 

することで入力しています。 

しかし、取得原因等、現行システムで増やした登載情報項目について未入力が存在

しているため、上記の決裁手続きや決算時確認の徹底と共に、過去の簿冊や登記事項



等を調査し、未入力項目の入力、訂正を進めるよう各所管課に依頼します。 

 

オ 業務プロセスの明確化について[財政局財政部管財課] 

【指摘事項】 

データベースの構築後の業務プロセスについて、静岡市の実情にあった基本的な考

え方と具体的なルールを明確にしておくことが必要と考える。 

 

【措置の状況】 

資産活用方針では、未利用である普通財産や行政財産のうちの道路や橋梁等の活用

推進の具体的な取り組みについて、前者では売却や貸付等の有効活用策を、後者では

計画的保全の実施等を定めているが、行政財産のうち市有建築物等の活用推進につい

ては、具体的な推進施策を検討している段階です。今後、今年度実施する予定の市有

施設の更新費用の総額の試算や施設費用の把握、整理結果を利用し、市全体あるいは

分野ごとに有効活用を推進していくプロセスについて検討します。 

 

⑵ [個別事項]個別市有財産の状況 

ア 市営住宅 

(ｱ) 住宅ストック数からみた市営住宅の必要性について[都市局建築部住宅政策課] 

【指摘事項】 

市営住宅のような固定資産を保有することは、多額の設備投資資金を必要とし、

かつ、その管理・経済負担が長期に及ぶという資産保有リスクが存在することか

ら、長期的な展望と明確な行政の方針がなければならない。そのために、縦割り

行政の垣根を越えた部課横断的なプロジェクトチーム等を設置し、現在様々な課

が行っている市営住宅と同じように住宅セーフティネットに寄与するであろう事

業を複合的・包括的に検討することが必要である。 

 

【措置の状況】 

平成 22 年度、静岡市市営住宅整備計画を策定しました。この過程で、市営住宅

の保有について、住宅セーフティネットの構築と市営住宅の保有リスクとを鑑み、

部課横断的な検討会議により、長期的な視点から検討を行ってきました。 

その結果として、①今後、新たな住宅建設は行わない。②既存ストックの長寿

命化を行い、法定年限まで使用する。③住宅保有戸数の削減を行う。④削減に伴

う緩和措置として借上げ住宅等のソフト手法を用いる、という４つの基本方針を

決定しました。 

市営住宅の保有について、この計画に沿って着実に推進していくが、住宅セー

フティネットと市営住宅の必要性については、今後も福祉部局等との部課横断的



な連携を継続的に行っていくことにより、複合的・包括的な視点からの事業につ

なげていきたいと考えています。 

 

(ｲ) 改修に関する工事の意思決定について[都市局建築部住宅政策課] 

【指摘事項】 

どの団地のどのような改修工事を優先したかという意思決定プロセス及び結果

については、十分な説明がなされない場合には、住民に不公平感を抱かせるおそ

れがあると考える。したがって、説明責任の観点及び住民への配慮という観点か

らは、意思決定プロセス及び結果について明文化するような仕組みにする必要が

ある。 

 

【措置の状況】 

市営住宅の改修工事の実施の方針については、静岡市市営住宅整備計画におい

て、基準に基づき決定し、その内容を公表したところです。 

今後、この方針に沿って、ストックの計画的な活用を推進していくためには、

改修工事等の優先順位について、入居者や住民に対する説明が必要であります。 

改修工事の意思決定の要因としては次のような事項が挙げられます。 

① 改修を行う優先項目 

耐震工事、衛生環境整備（給排水改修等）、住環境の社会的要求水準への適合

（バリアーフリー、電気幹線改修等） 

② 改修を行う場所を決定する要素 

建物、設備等の劣化状況等 

③ 改修に要するコスト 

これらの意思決定プロセスに係る要素及び結果を住民並びに市民に公表し、

住民の協力を得て、ストックの計画的な改修を図っていきます。 

 

(ｳ) 入居率の調査結果に関する記録とその活用方法について[都市局建築部住宅政

策課] 

【指摘事項】 

現行制度上、入居率は、用途廃止をはじめとする資産の活用方法を検討する判

断基準になっていない。用途廃止の意思決定については、10 年程度の中期計画の

中で実施していく見込みであるが、住宅環境の変化を適時に捉え市営住宅政策に

反映していくという観点からは当該 10年という期間は長く思える。入居率を市営

住宅が有効かつ効率的に活用されているかどうかを推し量る指標として、少なく

とも用途廃止の要否を検討する土台にあげるという対応は必要ではないかと考え

る。 



【措置の状況】 

静岡市市営住宅整備計画において、耐震性に問題のあるものや良質な居住環境

を確保できないものを基本に用途廃止の方針を定めました。この計画に基づき、

入居者の協力を求め、順次、用途廃止を進めていきます。 

現在、用途廃止の意思決定に際し、入居率を指標にしてはいないが、今後、用

途廃止に向けての事業を実施していく中で、空家率や入居率の推移のデータ、及

び空き家が長期化する原因を合わせて考慮し、指標に加えていくことを検討して

いきたいと考えています。 

 

(ｴ) アセット別行政コスト計算書について[都市局建築部住宅政策課] 

【指摘事項】 

各々の市営住宅の維持・管理にどれだけのコストを要しているのか把握するた

めに、アセット別行政コスト計算書を作成する必要がある。 

 

【措置の状況】 

市営住宅整備計画に沿って、市営住宅ストックを有効活用し、効率的かつ的確

な住宅供給とコストの低減化・平準化を行っていくためには、市営住宅の維持・

管理等に要するコストと収益にかかるコストをトータルに把握し、可視化する必

要性があります。 

今後、団地ごとの維持管理コストを可視化するため、各団地の維持管理にどれ

だけコストを要しているのか、団地ごとの歳入歳出を算出し、具体的に計画を実

施していく中で、検証しながら、ストックの有効活用の仕組みづくりにつなげて

いきます。 

 

イ 学校 

(ｱ) 学校施設に関するコスト情報の把握について[教育委員会事務局教育部教育 

施設課] 

【指摘事項】 

学校施設別にどれだけの維持・運営コストがかかるのかを把握する必要がある。

そのためには、学校施設別に行政コスト計算書を作成するなど、コスト情報を把

握するうえで有用となる資料を作成する必要がある。 

 

【措置の状況】 

学校施設別にどれだけの維持・運営コストが掛かっているか、コスト情報を把

握するうえで有効となる行政コスト計算書を作成します。 

 



(ｲ) 学校施設の跡地利用について[経済局商工部観光・シティプロモーション課] 

【指摘事項】 

静岡市内中心部に位置しているため商業的利用価値が高く、かつまとまった広

さのある学校施設の跡地利用については、駐車場事業以外の利用可能性について

経済効率的な観点も含めてその利用方法について検討する必要がある。 

 

【措置の状況】 

観光バス駐車場事業については、他県バス事業者や旅行会社といった観光関係

者からの利用申込みがあるなど、認知されていると捉えていますが、稼働率は必

ずしも高くありません。今後も引き続きＰＲを実施し、利用増加に向けて努力し

ます。 

駐車場事業以外の利用可能性については、周辺の整備計画との調整等を図りな

がら、関係課と協議します。ただし、土地の文化財的価値の関係から、利用用途

が限られており、経済効果を高めるものは困難と思われます。 

 

(ｳ) 既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について[教育委員会事務局教

育部教育施設課] 

【指摘事項】 

大規模改修工事の優先順位付けについての判断を標準化するという観点から、一

定の優先順位付けのガイドライン（判断基準等）を設ける必要がある。ただし、

一方で形式的判断基準を設けすぎると判断が形式的になるという問題もあるため

留意する必要がある。 

また、市民に対する説明責任を果たすという観点からは、上述した優先順位付

けのガイドラインに基づきどのように判断したか、当該経緯について十分な記録

を残す必要がある。 

 

【措置の状況】 

教育委員会では、平成 23 年度から 24 年度にかけて、市全体の小・中学校の適

正規模・適正配置の検討を行うこととなっています。 

この検討結果を踏まえて、平成 24 年度に学校施設全体の整備計画を策定します。

この計画に大規模改修工事の優先順位付けについての判断を標準化するガイドラ

イン（判断基準等）を設けます。 

また、大規模改修工事の優先順位付けのガイドライン（判断基準等）を、どの

ように判断したか、当該経緯について記録を残すこととします。 

 



(ｴ) 既存施設の大規模改修工事に係るコストの把握について[教育委員会事務局教

育部教育施設課] 

【指摘事項】 

今後、数年間で大規模改修工事に係るコストがどの程度必要か、その全体像を

把握することが重要である。財政が縮小していく中で、学校施設の老朽化に対す

る予算をどのように確保するのか、早期に検討していくためにも、まずは静岡市

全体で老朽化対策のための大規模改修工事に係るトータルコストを早期に把握す

る必要がある。 

 

【措置の状況】 

学校施設全体の校舎・体育館・プール・園舎等の老朽化に伴う大規模改修工事

の長期的な整備計画を作成し、早期にトータルコストを把握します。 

 

(ｵ) 学校施設バリアフリー化推進指針について[教育委員会事務局教育部教育施設

課] 

【指摘事項】 

すべての児童生徒等が安全、かつ、より円滑に学校施設を利用できるようにと

いう社会的な要求に応えるためにも、市としてどのようにバリアフリー化を推進

していくのかという基本方針を作成する必要がある。 

 

【措置の状況】 

教育委員会では、平成 23 年度から 24 年度にかけて、市全体の小・中学校の適

正規模・適正配置の検討を行うこととなっています。 

この検討結果を踏まえて、平成 24 年度に学校施設全体の整備計画を策定します。

この計画に学校施設のバリアフリー化の基本方針を設けます。 

 

(ｶ) 少年自然の家の耐震対策について[教育委員会事務局教育部教育総務課] 

【指摘事項】 

少年自然の家の耐震工事に関しては、早急に対応する必要がある。 

 

【措置の状況】 

井川少年自然の家の耐震工事につきましては、第２次静岡市総合計画の中で、

平成 24 年度から平成 26 年度の期間内で実施する予定であり、現在その準備を進

めています。 

清水和田島少年自然の家につきましては、井川少年自然の家の耐震対策完了後、



次期総合計画において耐震事業費の要求を行っていく予定です。 

 

ウ 普通財産（土地及び建物） 

(ｱ) 閉鎖した施設について[財政局財政部管財課] 

【指摘事項】 

安全面等からも葵区落合の元玉川小中学校児童生徒寄宿舎については解体を速

やかに行う必要がある。 

 

【措置の状況】 

当該施設の所管課である教育施設課と協議して、施設の解体を進めます。 

 

(ｲ) 入札に付す物件の増加の促進[財政局財政部管財課] 

【指摘事項】 

現状の管財課の業務は、不動産だけでなく、ほぼ全ての市有財産の管理を行っ

ているため、有効活用の促進に関しての業務を並行して行うことは簡単ではない。 

市有財産の有効活用を促進するために、縦割り行政の垣根を越えた部課横断的

なプロジェクトチーム等の設置を検討する必要がある。そのような推進組織を設

置すれば、普通財産の枠を超え、行政財産も含めた全ての市有財産についてより

有効的な活用が期待できる。 

 

【措置の状況】 

入札に付した物件は、平成 18 年度 14 物件、平成 19 年度 20 物件、平成 20 年度

25 物件、平成 21 年度 30 物件、平成 22 年度 33物件と増加しています。 

今後も、普通財産の分類や財産情報データベースの構築により各財産所管課と

の連携、連絡を強化すると共に、処分すべき普通財産の管財課への所管替えにつ

いても積極的に推進し、未利用財産の処分推進に取り組んでいきます。 

また、他自治体における取り組み事例の調査等を通じ、より有効な推進方策の

検討を併せて進めていきます。 

 

エ 市営駐車場 

(ｱ) 草薙駅前駐車場の運営について[都市局都市計画部交通政策課] 

【指摘事項】 

草薙駅前駐車場の運営については、廃止、売却などの選択肢も視野に入れ、市

が事業を継続する目的と必要性を検討する必要がある。 

 

【措置の状況】 



草薙駅前駐車場については、草薙駅周辺の市街地再開発事業及び南北自由通路

等の都市基盤整備の進捗状況に併せ、その駐車需要に対応し効率的な運営を行い

ます。 

また、駐車場整備計画の見直しを行うとともに、市民や再開発業者の駐車場利

用に関する改善の検討を行います。 

・草薙駅前南口地区市街地開発事業について 

平成 23 年度 都市計画決定 

平成 24 年度 組合設立 

平成 25 年度 権利変換及び既存建設物除却工事着手 

平成 26 年度 再開発ビル建築工事着手 

平成 28 年度 再開発ビル建築工事竣工 

事業予定地には 48 台のコインパーキングがあり、事業着手によってそのコイン

パーキングが廃止となり、その需要が見込むことができます。 

また、再開発ビル完成後には、居住者用２台目の駐車需要が見込むことができ

ます。 

・南北自由通路整備事業について 

平成 24 年度 都市計画決定 

平成 25 年度 工事着手 

平成 28 年度 工事完成 

事業完成後においては、南北交通の利便性が向上するため、新たな利用者の増

加が見込めます。 

 

オ リバウェル井川 

(ｱ) リバウェル井川の運営について[経済局農林水産部中山間地振興課] 

【指摘事項】 

地元住民との協議・検討を今以上に重ね、井川地域全体を具体的にどのような

まちにしていくのかという方向性を明確にすることが必要である。 

また、井川地域の具体的な方向性が決まった時には、そもそもスキー場で人を

呼び込むことが中山間地振興策として必要なのか、スキー場の必要性についても

改めて検討する必要がある。 

 

【措置の状況】 

リバウェル井川では、夏スキーの導入にとどまらず、井川高原に立地する県民

の森や少年自然の家、さらには地元住民などと連携して、一年を通じて、井川 高

原の気候と自然を活用したレクリエーションやエコツーリズム体験を提供し、高

原エリアや井川地域全体への観光交流客の流入を図っていきたいと考えています。 



１ 実現に向けた協議 

（１）平成 23 年２月 23 日 県との協議 

「県民の森」を所管する県環境ふれあい課にエコツーリズムのメッカ「井

川高原」の実現に向けた協力を依頼。 

イベント開催の情報の共有、連携について協力していくことを確認した。 

（２）平成 23 年３月４日 井川連合町内会等地元関係者との協議 

井川連合町内会、井川振興会、井川観光協会、井川エコツーリズム推進協

議会、リバウェル井川運営組合、井川森林組合、井川支所、井川自然の家

の関係者にエコツーリズムのメッカ「井川高原」の実現に向けた協力を依

頼。 

協力体制を築いていくことを確認した。 

２ 新たなプログラムの導入に向けた取組状況 

（１）イベントの企画とプログラムづくり 

リバウェル井川と施設周辺の自然環境を利用したイベントを企画、実施 

・ノルディックウォーキング（平成 23年度夏以降） 

・マウンテンボード（   〃    ） 

・パラグライダー（平成 23 年度５月以降） 

・羊の毛刈り等（   〃    ） 

（２）リバウェル井川の環境づくり 

・季節ごとに花見ができるよう苗の植付を実施 

芝桜、ハーブ等 

３ 今後の対応 

（１）「（仮称）井川高原クラブ」の設置 

井川地域の住民、県、市、協力団体などで構成する「（仮称）井川高原クラ

ブ」を設置し、井川高原でのツーリズムのあり方等について検討を行ってい

く。 

（２）ＰＲ活動の積極的推進 

ア 静岡市やオクシズのホームページでの告知 

イ 「アットエス」等の民間ウェブサイトへの掲載依頼 

ウ 観光客等を呼び込むためのパンフレット、チラシづくり   

（３）地域づくりの働きかけ 

ア 旧「えほんの郷」の地域振興・観光施設としての地元活用 

・井川観光協会、井川エコツーリズム推進協議会の活動拠点としての活用

（井川高原等に関する地元主体のＰＲ等も実施予定） 

・地域農産物、加工食品、工芸品等の展示即売や井川茶を提供するお茶カ

フェなどとしての活用  



イ 「おらんとこのこれ一番事業」を活用した地域づくりの働きかけ 

住民自らが取り組む地域ビジネスや活性化活動に助成される「おらんと

このこれ一番事業」を活用し、リバウェル井川・井川高原を含めた井川地

区全域の地域活性化活動の推進について働きかけていく。 

 

カ 静岡市土地開発公社及び静岡市土地開発基金が保有する長期保有土地 

(ｱ) 長期保有土地対策について[経営管理局経営企画部経営企画課] 

【指摘事項】 

長期保有する土地については、計画的に早期解消を図る必要があり、そのため

の民間への売却や新たな利活用策を含んだ長期保有土地対策に関する基本方針の

策定について検討する必要がある。 

 

【措置の状況】 

本市では、これまでも「静岡市土地開発公社の経営の健全化に関する計画（平

成 18 年度～22 年度）」の下、市土地開発公社の保有する供用済土地の解消や保有

土地簿価の縮減などを進めてきましたが、今後、より一層の市土地開発公社の経

営の健全化を推進するため、「第２期静岡市土地開発公社経営健全化計画（平成 23

年度～27 年度）」を策定しました。 

この中で、市土地開発公社が長期保有する土地の年度ごとの処分計画を位置づけ

ています。また、処分方針が決定していない土地についても、「静岡市土地開発公

社経営健全化対策委員会」等を活用して、全庁的に処分方針を検討することとし

ています。 

さらに、土地開発基金で長期保有する土地についても、所管課と協議するととも

に、「静岡市土地取得等検討委員会」等を活用して、全庁的に処分方針を検討する

予定です。 

 


